
　大学の教育課程において，蒸気工学，内燃機関工学などのエネルギー変換等

に熱機関分野の中でも特化した専門科目がなくなって久しい。一方で，資源エ

ネルギー問題ならびにエネルギー変換技術は，社会・経済・環境問題とのかか

わりを大きく保ちながらも，今後ますます重要になるだろう。

　本書の執筆過程で勃発した東北地方太平洋沖地震（東日本大震災，2011 年 3

月 11 日）に伴う未曽有の津波によって福島第一原子力発電所では全電源喪失

から冷却不能状態に陥り，水素爆発や炉心溶融を引き起こし，多量の放射性物

質を周辺に拡散する事態となった。これによって，安定電源としての役割を果

たしていた原子力発電の先行きが不透明になり，必然的に電力ネットワークの

基幹部分を火力発電が担うことになった。

　わが国政府を含め一部には原子力の代替として自然エネルギー利用の拡充が

喧伝されてはいるが，低密度エネルギー利用の拡大は容易ではない。さらには

CO2 排出規制や地球温暖化問題もあり，エネルギーの高効率利用と省エネル

ギー技術の重要性はますます高まったといわざるをえない。

　福島原発事故を受けて，1970 年代初頭から東日本大震災まで拡大路線を維

持してきた原子力を今後どう位置付け，どのような展開を図るのかは非常に難

しい問題ではあるが，避けて通れない。その際には，エネルギー変換技術全体

およびわが国のみならず，世界情勢をも視野に入れた社会・経済構造の展望が

必要である。そうでなければわが国のエネルギー戦略を立てることは不可能で

ある。特に原子力分野においては，事故を起こした原発の廃炉や高経年化対策

なども喫緊の課題である。

　機械工学分野の学生諸君には，これら原発問題も含めた次世代のエネルギー

戦略を担う技術者としての期待が寄せられており，その意味でも動力・エネル
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ギー技術，より広範にはエネルギー変換技術に関する教育体系は非常に重要で

あると考える。

　1960 年代から 70 年代までの教育課程に比べて大学工学部における卒業所要

単位が大きく削減され，その一方で ITやロボット関連など新分野の科目が増

加した状況の中で，蒸気工学や内燃機関工学など専門に特化した講義を復活す

ることは無理であろう。しかし，エネルギー利用全体を見渡した形でのエネル

ギー変換工学に関するテキストが講義用として，また自習用として必要である

との認識から，本書においてはできるだけ数式を排し，イギリスにおける産業

革命期に端を発し，その後の産業を牽引してきた動力技術の変遷やエネルギー

資源，環境問題を俯瞰する形で，今日的なエネルギーシステム，エネルギー変

換システムの全体像を理解できるように編集したつもりである。

　本書のタイトルを「エネルギー変換論入門」としたのは，本書が今まで著者

らが共同して執筆してきた「工業熱力学入門」，「熱移動論入門」に続くつぎの

ステップに位置付けられるものであるとの認識による。限られたページ数の中

で，エネルギー変換論全体を詳細に記述するには無理があるのは当然である。

エネルギー変換に関心をもつ学生諸君がさらに奥深く追求する際に，本「入

門」が少しでも手助けになるとすれば，著者らにとってこれほどうれしいこと

はない。

　最後に，コロナ社には原稿が出来上がるのを辛抱強く待っていただいた。心

より感謝する次第である。

　2013 年 3 月

著　　者　
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　エネルギー変換とは，エネルギーを異なった形態のエネルギーに変えること
であり，形態が変わらない場合はエネルギー交換という。本書は，種々のエネ
ルギー変換に関する技術と現在に至る展開について各章で解説するが，本章で
は通論として，エネルギーに関する基礎とエネルギー利用の推移，エネルギー
変換技術，特に動力技術の史的展開とボイラ破裂に対する社会的制度設計，技
術開発における諸問題，さらには技術を取り巻く経済的，環境的要因など，エ
ネルギーシステムの今日的課題について解説する。

1 .1　エネルギーの基礎

　エネルギーという言葉は，現在では小学生でも知っているが，エネルギーの

保存則である熱力学の第 1法則が確立されたのは 19 世紀の後半である。熱は

温感と冷感で感じるのに対し，運動や仕事は視覚や圧感で感じるため，熱エネ

ルギーと力学エネルギーは，感覚的にはまったく別のものであった。熱は熱素

という物質であり，その量により温度が決定され，熱素の移動によって熱量が

移動するという考えもあった。力学エネルギーを無視すれば，熱量の保存式は

物質の拡散方程式と同じ形をしている。

　力学の第 2法則を距離で積分すれば運動エネルギーと仕事の関係は容易に導

けるが，ニュートンにはエネルギーの概念はなかった。また，その後のガリレ

オの時代にも，物体の運動や衝突によって交換される保存量について運動量と

運動エネルギーが混同されていた。本節では，エネルギーの基礎的事項と現在

に至るまでのエネルギー利用の推移について簡単に解説する。

1
通　　　論通　　　論
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2　　　1 .　通 論　

1 .1 .1　エネルギーの形態

　エネルギーの形態は力と運動に関連して分類することができる。

　素粒子にはクォークとレプトンがあり，これらに働く力は，強い力，弱い

力，電磁力，重力の 4種類であることが知られている。

　強い力はクォーク間で働いて核子や中間子を形成し，弱い力はクォークとレ

プトンやレプトン間で働き，これらの力をもとに中間子を介した核子間の核力

による結合エネルギーや原子核の崩壊エネルギーに関連して，核分裂や核融合

などの核反応によって生じるエネルギーを核エネルギーと呼ぶ。

　電磁力は正負の電荷間に働く引力と斥
せき
力である。正の電荷をもつ陽子と中性

子からなる原子核と負の電荷をもつ電子から原子は形成され，電磁力により原

子が結合して分子が形成される。電子の移動による電力エネルギーが，また，

電場と磁場が交互に変化して波動する電磁波により電磁波エネルギーが発生す

る。化学反応により分子の原子間の結合が変化するときのエネルギーが化学エ

ネルギーであり，これも電磁力によるエネルギーである。生物にかかわるエネ

ルギーを生物エネルギーというが，生物を構成する有機物の化学反応であり，

これも電磁力による。

　分子のランダムな運動エネルギーが熱エネルギーであり，流体では分子の並

進や回転運動，固体では分子間の振動による。熱平衡であれば熱エネルギーに

比例して温度が定義される。

　重力は他の力に比べて小さく，天体における重力エネルギーや地上での位置

エネルギーのようなマクロなエネルギーに関連している。物体の運動エネル

ギーとマクロな各種の力に対する仕事を含め，これらを総称して力学エネル

ギーと呼ぶ。

　熱力学の第 1法則は，熱機関を対象として，熱と仕事は等価であり保存され

ると表現されるが，この法則はすべてのエネルギーについて成立し，さらに，

原子力エネルギーに関しては物質もエネルギーと等価であることが重要であ

る。
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1 .1 .2　エネルギー源とエネルギー媒体

　エネルギーは，利用する観点からエネルギー源（一次エネルギー）とエネル

ギー媒体（二次エネルギー）に分類される。

　エネルギー源とは，自然界から直接得られるエネルギーであり，化石燃料や

ウラン鉱物を採取して精製，精錬などを行って直接利用する。水力，地熱，太

陽光，太陽熱，風力，波力などのエネルギーや，生物から製造されるバイオエ

ネルギーも直接自然界から得られるエネルギー源である。ウランは，3 章で解

説するように，太陽系が形成されるときに地球に紛れ込んだ元素であり，地熱

は地球が形成されたときに地中に蓄えられた熱エネルギーである。

　化石燃料は，その名が示すように生物が変性したエネルギー源であり，過去

の太陽エネルギーによる光合成によって成長した植物とそれらを食料とした動

物に由来する。現在利用されている高品位の石炭は，約 3億年前の古生代石炭

紀のシダ類の化石であり，石油や天然ガスは，約 1 .5 億年前の中生代ジュラ紀

に海底に沈殿した動植物プランクトンが変性したものと考えられており，当時

の気候や生態系とその後の地殻変動によって蓄えられたものである。これら以

外のエネルギー源は，現在か最近に蓄えられた太陽エネルギーに由来する。

　エネルギー媒体とは，これらのエネルギーをもとにエネルギー変換を行って

利用しやすいエネルギー形態にしたものであり，電気エネルギーが現在利用さ

れている典型的なエネルギー媒体である。燃料電池などに使用される水素は，

資源としては自然界に存在せず，天然ガス，石油，アルコールなどのエネル

ギー源を化学反応で改質して得られるエネルギー媒体であり，エネルギー源で

はない。

1 .1 .3　再生可能エネルギーと再生不能エネルギー

　現在か最近に蓄えられた太陽エネルギーによるエネルギー源は，人類の時間

スケールで考える限りは持続的な使用が可能なことから，再生可能エネルギー

と呼ばれる。一方，良質な化石燃料の資源は，ある特定の時代に形成されてお

り，有用な資源はいずれ枯渇すると考えられることから，再生不能エネルギー
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と呼ばれる。現在までに利用されてきたエネルギーは，次節に示すように再生

不能な化石燃料に大きく依存している。

　

1 .2　エネルギー利用の推移

　図 1 .1に，1965 年度から 2009 年度までの一次エネルギーの国内供給量割合

の推移を示す。石油，石炭，天然ガスが化石エネルギー源であり，水力，原子

力，新エネルギー・地熱などが非化石エネルギー源である。戦後しばらくは国

内炭と水力発電が主であったが，1960 年代に始まる高度成長とともに，石油

に大きく依存するようになった。

　1970 年頃から原子力発電の開発と液化天然ガスの輸入が始まり，1973 年の

第一次オイルショックを経て石油への依存を減らすため，これらによる発電に

加えて輸入炭による火力発電が行われてきた。しかし，電気自動車や燃料電池

車の開発が行われているが，現在に至るまでも自動車の燃料は石油であり，運

輸部門のエネルギー源は石油に大きく依存している。

　水力発電量はこの期間ほぼ一定で，新エネルギー・地熱などは増加している

が，わずかである。天然ガス，石炭を増やすことで石油への依存は小さくなっ

100
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図  1 .1　一次エネルギーの国内供給量割合の推移 
（「エネルギー白書 2011」をもとに作図）
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てきているが，現在に至るまでエネルギー源の 80％以上は化石燃料である。

非化石エネルギーへの移行が模索されているが，化石燃料以外の大規模で安定

したエネルギーは，現在のところ原子力発電に限られており，今後，環境，経

済，社会を含めた広範囲な議論が必要である。

　図 1 .2に，1952 年度から 2010 年度までの国内発電量の発電方式割合の推移

を示す。戦後の水力発電を主とし国内炭による火力発電を行う「水主火従」か

ら高度成長時に石油火力を主とした「火主水従」に移行し，国内の発電は大き

く石油に依存していたが，1973 年の第一次オイルショック以降，原子力発電

と天然ガス，輸入炭による火力発電による発電量を増やし，最近では石油への

依存は 10％以下になっている。

　原子力発電は 1986 年に約 30％に達し，その後 30％前後で推移してきたが，

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）以降，原子力を今

後どのように利用するかについての議論は始まったばかりである。

　化石燃料や原子力発電以外の太陽光や風力による再生可能な自然エネルギー

に期待が寄せられているが，現在では利用はわずかであり，今後ともに急激な

増加は困難であって，当分は化石エネルギーに頼らざるをえない。新たなエネ

ルギー源の開発も重要であるが，従来の化石燃料をエネルギー源とするエネル

図  1 .2　国内発電量の発電方式量割合の推移 
（「エネルギー白書 2011」をもとに作図）
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6　　　1 .　通 論　

ギー機器のさらなる高効率化と，エネルギー有効利用の技術開発が必要であ

り，技術者には，個々のエネルギー機器の要素技術開発能力だけではなく，シ

ステム全体の動作原理と技術開発の歴史的推移についての深い知識と理解力が

求められている。

1 .3　動力史から見た蒸気動力

1 .3 .1　ニューコメンの蒸気機関の出現からワットまで

　われわれが自然の中から動力を取り出す手段として，人類が最初に用いたの

は人力で，おのずとそれには容量において限界があり，せいぜい 100 ～ 150 W

であった。ついで牛，馬などの畜力が利用されるようになった。さらに大きな

動力源に対する要望と，昼夜を通して 24 時間運転可能なものとして風車，水

車が出現した。これがおおよそ 1700 年代の前半まで続くことになる。しか

し，単機出力としてはせいぜい 8 kWどまりであった。

　一方で，調理用の鍋，釜やヤカンでも明らかなように，水を入れて加熱する

と，加熱量に応じて発生蒸気量が増加し，蓋に開けられた穴から噴出する蒸気

量よりも大きく蒸気が発生する場合には，蓋が持ち上がることを長らく経験し

ていたはずである。しかし，蒸気の力を利用するすなわち火を用いて動力を取

り出して利用することに思いが至るのにはそれ相応の社会インフラの整備が必

要であり，1700 年代初頭まで待たなければならなかった。もちろん紀元前 100

年頃にはヘロン（Heron of Alexandria）の反動タービンが考案され，1629 年に

はブランカ（G. Branca）のタービンも考案されたが，動力史的に意味のある

形になるにはそれ相応の時間が必要であり，社会における要請，産業分野にお

ける需要が必要であった。

　蒸気を用いた実用揚水機関を開発したのはセバリー（T. Savery）であるが，

外部加熱，外部冷却とはいえ，水の相変化とシリンダおよびピストンを用いて

シリンダ内に真空を実現し，ピストン前後の圧力差（大気圧との差）で動力を

取り出そうとした点において，蒸気機関の祖形とも位置付けられるのはパパン
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